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日本の健診（検診）制度の概要

○医療保険者や事業主は、高齢者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生法等の個別法に基づく健康診査（健康診断）を実施。

○市町村は、健康増進法に基づき、特定健診の対象とならない者の健康診査を実施。

○市町村は、健康増進法に基づき、一定年齢の住民を対象としてがん検診などの各種検診を実施。（医療保険者や事業主は任意に実施）

被保険者・被扶養者 うち労働者 その他

～
39

歳

（健康保険法、国民健康保険法等）

【対象者】被保険者・被扶養者
【実施主体】保険者＜努力義務＞

【対象者】常時使用する労働者※労働者にも受診義務あり

【実施主体】事業者 ＜義務＞

※一定の有害な業務に従事する労働者には特殊健康診断

を実施

【対象者】住民
（生活保護受給者等を含む）

【実施主体】市町村＜努力義務＞

【種類】

・歯周疾患検診

・骨粗鬆症検診

・肝炎ウイルス検診

・がん検診

（胃がん検診、子宮頸がん検診、肺がん

検診、乳がん検診、大腸がん検診）

・高齢者医療確保法に基づく特定健診の

非対象者に対する健康診査・保健指導

40

～
74

歳

【対象者】加入者

【実施主体】保険者＜義務＞

※労働安全衛生法に基づく事業者健診を受けるべき者
については、事業者健診の受診を優先する。事業者
健診の項目は、特定健診の項目を含んでおり、労働
安全衛生法に基づく事業者健診の結果を、特定健診
の結果として利用可能。

75

歳
～

【対象者】 被保険者
【実施主体】後期高齢者医療広域連合

＜努力義務＞

特定健診

医療保険各法

高齢者医療確保法

高齢者医療確保法

健康増進法労働安全衛生法

（
乳
幼
児
等
）

妊
娠
～
出
産
後
１
年
・

小
学
校
就
学
前

【対象者】１歳６か月児、３歳児
【実施主体】市町村＜義務＞
※その他の乳幼児及び妊産婦に対しては、市町村が、必要に応じ、健康診査を実施又は健康診査を受けることを勧奨

児
童
生
徒
等

【対象者】在学中の幼児、児童、生徒又は学生 ※就学時の健康診断については小学校入学前の者

【実施主体】学校（幼稚園から大学まで）＜義務＞

母子保健法

学校保健安全法

※上記以外に、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診、がん検診について、保険者や事業主が任意で実施や助成を行っている。

全体像
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労働安全衛生法に基づく定期健康診断の項目

3

定期健康診断の健診項目は労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号第44条）に基づき、以下のとおり一般定期健

康診断の項目が定められている。

• 既往歴及び業務歴の調査

• 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

• 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

• 胸部エックス線検査及び喀痰検査 ※令和9年4月より喀痰検査削除

• 血圧の測定

• 貧血検査（血色素量及び赤血球数の検査）

• 肝機能検査（GOT、GPT、γ-GTPの検査）

（※酵素名について、R9.4.1より「GOT」は「AST]、「GPT」は「ALT」、「γ-GPT」は「γ-GT」に変更）

• 血中脂質検査

（LDLコレステロール、HDLコレステロール及び血清トリグリセライドの量の検査）

• 血糖検査

• 血清クレアチニン検査 ※令和9年4月より追加

• 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）

• 心電図検査

定期健康診断の健診項目



「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」改正概要（案）

・疾病の治療が必要な労働者が離職せずに働き続けられるよう、治療と就業の両立支援の取組を推進

指針の健康保持増進措置の範囲を拡大し、がん検診等の２次予防が含まれることを明確化

○疾病の早期発見や早期治療（２次予防）も推進するべきであることを明記
○２次予防の対象となる疾病には、がん、女性特有の健康課題（月経不順、月経困難症、過多月経、月経前症候群、更年期
障害等）、歯科疾患、骨粗しょう症及び眼科疾患（以下「がん等」という。）といった健康課題を含むことを明記

○健康経営などの労働生産性向上の観点を健康確保増進措置の中に明確に位置づけ
※「攻めの予防医療の対策の一環として、経産省においてテーマ別ベストプラクティスの選定等を検討中

がん検診等の具体的な取組内容

・がん等係る検査（以下「がん検診等」という。）及びその結果に基づく精密検査の受診勧奨
・その取組方法としては、以下のものを明示。
①事業者自ら又は保険者と連携して職場で実施する健康診断の機会を活用したがん検診等の受診機会の提供
②労働者の居住する市町村において実施されているがん検診の受診勧奨及び受診のための休暇の付与等

・上記のがん検診等の受診やその結果に応じた精密検査の受診勧奨を推進するために、効果的な方法を明示。
・健診・検診プログラム及びがん検診等を含めた健康診査の精度管理等に当たっての留意事項を記載

がん等に関する健康教育

・科学的根拠等を踏まえたがん等の予防や検診受診が行われるよう健康教育を実施。

２次予防の推進に向けた医療保険者や地域保健とのさらなる連携を推進

・２次予防の推進に当たって、医療保険者や地域保健とのさらなる連携を図る。

治療と仕事の両立支援の更なる推進

がん検診等の２次予防の推進

➢ THP指針の健康保持増進措置の範囲をがん検診等の２次予防まで拡大し、検診等の機会提供の方法等を具体的に規定
➢ 治療と仕事の両立支援との関連を指針上に明記し、さらなる推進を図る。
➢ 就業形態にかかわらず全ての労働者が対象であることを明確化
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女性特有の健康課題にかかる健康問診の概要

女性特有の健康課題にかかる健康問診の流れ

5

【参考】

「女性特有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル」にて推奨されている女性特有の健康課

題に関する質問

女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害など）で職場において困っていることがあ

りますか。

①はい ②いいえ

専門医の診断書を持って

相談窓口に相談

労働者

労働者の勤務する会社

健診医

(問診票）

女性特有の健康課

題があると回答

情報提供や専門医への

早期受診を促す

相談窓口

相談に応じた環境改善等配慮

健診機関

「労働安全衛生法に基づく一般健康診断の検査項目等に関する検討会」の中間とりまとめ（令和 6 年 11 月１日公表）において、事業者健診

における一般健康診断問診票に、女性特有の健康課題に関する質問を追加することが適当であるとともに、女性特有の健康課題で職場におい

て困っている労働者に対して、専門医の早期受診を勧奨すること等とされました。



女性特有の健康課題への対応をまとめたマニュアル（令和8年1月）
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一般健康診断問診票により、女性特有の健
康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期

障害等）のため職場で困っていると意思表示

があった労働者について、専門医への受診勧
奨等、健診機関における望ましい対応を示し

たもの。

健診機関向けマニュアル

女性特有の健康課題で困っている労働者から
の相談への対応や健康課題に配慮した職場環境

づくりに関し、事業場における望ましい対応を

示したもの。

事業者向けマニュアル

マニュアルダウンロードはこちら ⇒ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_68776.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_68776.html


参考資料 職域において推奨するその他検診等

・がん検診
・歯科健診
・骨粗鬆症検査
・眼科検査
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職場の健康診断実施強化月間
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厚生労働省では、労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断の実施、その結果についての医師の意見聴取及びその意見を踏まえた就業上

の措置の実施について、事業者の皆様に改めて徹底していただくことを促すため、毎年９月を「職場の健康診断実施強化月間」と位置付け、

集中的・重点的に啓発を行っています。



がん検診の推進に関する取組
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「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について（令和７年８月 26 日基安発 0826 第４号抜粋）

４健康診断以外の産業保健に関する取組の周知・啓発

（２）職場におけるがん検診の推進

ア 健康診断実施時に、事業者や健康診断実施機関等から、がん検診の受診勧奨

イ 特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診や婦人科等の定期受診促進について、別添３及び別添４のリーフレット

を活用した周知

ウ 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」（平成 30 年３月策定）を参考にしたがん検診の実施

エ 別添５のリーフレットを活用した、がん対策推進企業アクションの周知



労働者の口腔の健康の保持・増進に関する取組
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「一般健康診断問診票を活用した歯科受診勧奨について（協力依頼）（令和７年７月１日基安労発0701第１号）にて、関係団体宛に、一般

健康診断問診票中の特定健康診査の「標準的な質問票」の歯科項目を活用した労働者の口腔の健康の保持・増進に向けた口腔保健指導のより

一層の推進への協力を依頼。

一般健康診断問診票※

＜質問21＞

食事をかんで食べる時の状態はどれ

にあてはまりますか。

①何でもかんで食べることができる

②歯や歯ぐき、かみあわせなど気に

なる部分があり、かみにくいことが

ある

③ほとんどかめない

※「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施

に係る事業者と保険者の連携・協力事項につい

て」の一部改正について（令和５年７月31日基

発0731第１号、保発0731第４号）において、労

働安全衛生法に基づく定期健康診断等と高齢者

の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診

査の検査項目を同時に実施する場合に用いるよ

う示している標準的な問診票



転倒防止、骨粗鬆症検診の受診勧奨に関する取組
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「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について
令和７年８月 2 6  日基安発 0 8 2 6  第４号

12

転倒等の労働災害の原因ともなっている視野狭窄を含む緑内障等の眼科疾患を予防し、早期に発見するため、40 歳以

上の従業員に対し、リーフレットを活用した眼科検診の周知について協力依頼
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